
平成 27 年度 伊賀市の予算概要

【本市を取り巻く状況】

我が国の経済状況ですが、内閣府の１月の月例経済報告によると、個人消費などに弱さ

がみられますが、景気は緩やかな回復基調が続いています。先行きについては、当面、弱

さが残るものの、雇用・所得環境の改善傾向が続くなかで、原油価格下落の影響や各種政

策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されています。ただし、消費者マイ

ンドの弱さや海外景気の下振れなど、我が国の景気を下押しするリスクに留意する必要が

あるとされています。

こうした状況の下、政府は、平成２７年度の予算編成の基本的な考え方として、歳出の

重点化・効率化と財政の信認確保については、東日本大震災からの復興を加速するととも

に、「経済の好循環」の更なる拡大を実現し本格的な成長軌道への移行を図りつつ、地方創

生、女性の活躍推進など中長期的な発展につなげる取組を強力に推進することとしていま

す。また、裁量的経費のみならず義務的経費も含め、聖域を設けずに大胆に歳出を見直し、

無駄を最大限縮減し、民需主導の持続的な経済成長を促す施策の重点化を図るため、「新し

い日本のための優先課題推進枠」において、重点化施策を厳に絞り込んで措置することと

しています。また、消費税や法人税などの税収増により国の一般会計の基礎的財政収支の

赤字は４兆５千６百７５億円改善し、２７年度に赤字を半減させる財政健全化目標は達成

できる見通しとなっています。

【財政事情と予算編成の基本的な考え方】

○本市の財政事情について

本市の財政状況ですが、平成 25年度普通会計決算において「経常収支比率」は前年度比

1.5％改善し、91.7％となっています。これは、市税収入が前年比約５億３千万円増加し、

一般財源が増加したためですが、引き続き人件費、扶助費、公債費などの経常経費が税な

どの一般財源に占める割合が非常に高く、硬直化が進んでいる状況です。また、地方公共

団体の財政健全化法に基づく健全化判断比率のうち「実質公債費比率」は 14.2％で前年度

より 0.3％悪化し、「将来負担比率」は 105.3％で前年より 8.7％改善しています。本市の

健全化判断比率は改善傾向にはありますが、合併特例債の借入れ事業を継続して実施して

いることから、他市に比べて改善のペースが遅く、「実質公債費比率」、「将来負担比率」と

もに県下では下から２番目であり、今後もこの状況が続くと思われます。



次に、財政の今後の大きな課題として普通交付税の減少があります。平成 26年度で合併

算定替の特例期間が終了し、平成 27年度から平成 31年度まで段階的に減額される予定で

す。さらに、平成 27年度以降も新庁舎建設等の合併特例債を活用した大型事業を実施する

予定があり、市債を借り続けることから、公債費の一般財源に占める割合が高い状況が続

くと予想されます。また、平成 27年度の市税の見込みですが、固定資産税が評価替により

減収が見込まれるほか、個人市民税についても減収が懸念されています。

これらのことから、平成 27年度からは、政策的経費に充当できる一般財源が低下し、極

めて厳しい状況が見込まれています。

○予算編成の基本的な考え方

平成 27 年度の予算編成に当たっては、このような財政事情を踏まえ、「ムダのない財政

運営」を基本として、普通交付税の段階的な減額による一般財源不足に対応するため、予

算編成方法を一般財源配分方式に変更しました。具体的には、事務事業評価により事業費

や内容の見直しを行うとともに、施策評価により事務事業の重点化を図ることで事業のス

クラップアンドビルドを推進することや補助金や委員会の見直しにより事業費の縮減に努

め、配分された財源でより効果的な事業を行うこととします。

その一方で、平成 27年度は、将来の生産年齢人口減による税収の減少に備えて、新たな

財源確保につながる事業や地域活性化のための事業を盛り込むことで、「伊賀市の賑わいを

創出する」のための第一歩となる予算とします。



一 般 会 計 予 算 の 概 要



【歳出予算の概要】

○目的別分類

一般会計の歳出予算を市が行う仕事や事業の目的別に分類すると、次のようになります。

科   目 平成 27 年度予算額 平成 26 年度予算額 増減

議 会 費 ３２６，３６９千円 ３２０，１１６千円 ２．０％

総 務 費 ５，９４９，０７９千円 ５，４０３，０５５千円 １０．１％

民 生 費 １３，９９０，８７１千円 １３，６１３，６４９千円 ２．８％

衛 生 費 ４，５４１，７８４千円 ４，５８３，７５４千円 △０．９％

労 働 費 １０７，８４３千円 ２２７，５３４千円 △５２．６％

農 林 業 費 １，９７１，６２２千円 １，６０５，７００千円 ２２．８％

商 工 費 ４３５，４２３千円 ５０７，４８６千円 △１４．２％

土 木 費 ３，３５３，５５５千円 ３，３７５，７２７千円 △０．７％

消 防 費 ３，０６６，１８９千円 ２，５３５，２２８千円 ２０．９％

教 育 費 ３，０００，６１７千円 ３，６６９，７２９千円 △１８．２％

災害復旧費 ２３０，０００千円 ３３０，０００千円 △３０．３％

公 債 費 ６，５１７，５３１千円 ６，６５７，９１６千円 △２．１％

予 備 費 ３０，０００千円 ３０，０００千円 ０．０％

合  計 ４３，５２０，８８３千円 ４２，８５９，８９４千円 １．５％

＜議会費＞

市議会の運営に係る経費で、主な内容は議員報酬や政務活動費などです。

＜総務費＞

庁舎管理や電算システムの保守など行政内部にかかる経費が中心ですが、地域振興や住

民自治、人権啓発、防災関係などの経費も含まれています。本年度は庁舎整備事業などに

より 10.1％の増となっています。

＜民生費＞

福祉全般に関する経費で、市の事業の中でもっとも大きな割合を占めています。主な内

容は老人福祉や保育所の運営管理、医療費助成、生活保護費や後期高齢者医療の療養給付

費などに対する広域連合への負担金などが計上されています。本年度は、保育所管理運営

事業などにより 2.8％の増となっています。

＜衛生費＞

環境対策や清掃事業、健康推進などに係る経費で、主な内容はさくらリサイクルセンタ

ーなどの維持管理経費やごみ収集経費、インフルエンザなどの予防接種に関する経費です。



＜労働・農林業・商工費＞

労働・産業に関する経費で、主な内容は土地改良事業や農業・商工業団体への助成、観

光振興に関する経費です。

労働費は、緊急雇用創出事業委託経費の減少により 52.6％の減となっています。

農林業費については、人・農地プラン推進のため地域農政推進対策経費や多面的機能支払

交付金事業などの増加により 22.8％の増となっています。

商工費については、企業立地促進経費や商工振興経費などの減少、また起債事業の完了

により 14.2％の減となっています。

＜土木費・災害復旧費＞

土木費は、道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設に関する経費が中心ですが、街

なみの保全や市街地再開発に関する事業も含まれています。

また、災害復旧費は台風などの災害により破損した道路などを復旧する経費です。

＜消防費＞

消防に関する経費で、主な内容は消防、救急活動に関するものや防火水槽などの防災基

盤整備、消防団本部の運営に関する経費です。

本年度も消防本部新庁舎建設に係る経費などにより 20.9％の増となっています。

＜教育費＞

市立の小中学校、幼稚園の管理運営に関する経費のほか、文化財の保全やスポーツ振興、

青少年育成、公民館の管理運営などの社会教育にかかる経費も含まれています。

＜公債費＞

市が建設事業のために借り入れた市債の償還に係る経費です。歳出予算に占める割合が

低いほど健全であるとされています。

合併特例債などの元金償還が本格化していますが、プライマリーバランスに考慮した市

債の借り入れなどにより、昨年度に比べ2.1％の減となっています。

＜予備費＞

地方自治法により設けることが定められている経費で、不測の事態により上記科目で予

算執行できない場合、この科目から支出することができます。



○性質別分類

一般会計の歳出予算を性質別に分類すると、次のようになります。

科   目 平成 27年度予算額 平成 26年度予算額 増減

人件費 ８，６２１，１４６千円 ８，３２６，２８８千円 ３．５％

物件費 ６，８０１，５５５千円 ６，６５６，８３３千円 ２．２％

維持補修費 ４５６，６０９千円 ６６４，４４０千円 △３１．３％

扶助費 ７，９３７，１３３千円 ７，５３２，９２４千円 ５．４％

補助費等 ４，１８４，４４１千円 ４，０９５，１１３千円 ２．２％

投資的経費 ４，７９３，００８千円 ４，８４６，１５９千円 △１．１％

公債費 ６，５１７，５３１千円 ６，６５７，９１６千円 △２．１％

投資・出資・貸付金 ２７５，３００千円 ３１２，８００千円 △１２．０％

積立金 ４５４，８２３千円 ３３８，３５２千円 ３４．４％

繰出金 ３，４４９，３３７千円 ３，３９９，０６９千円 １．５％

予備費 ３０，０００千円 ３０，０００千円 ０．０％

合  計 ４３，５２０，８８３千円 ４２，８５９，８９４千円 １．５％

＜人件費＞

市長などの特別職や職員の給与に加え、市議会議員や各種委員などの報酬をはじめ嘱託

職員、消防団員の報酬などが含まれます。

本年度は、人事院勧告による職員人件費の増額などにより 3.5％の増となっています。

〔義務的経費(※)の一つです。〕

＜物件費＞

行政運営上必要となる消費的な性質をもった経費で、旅費、賃金、光熱水費、通信運搬

費、施設維持に係る委託料などが主な内容となります。

本年度は臨時職員の賃金の引き上げなどにより 2.2％の増となっています。

＜維持補修費＞

庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修に関する経費です。

＜扶助費＞

社会保障制度の一環として生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などの法律に基づき支

出する扶助費だけでなく、市が独自に行う扶助費も含まれています。本年度は、子ども・

子育て支援新制度に基づく施設型給付費などにより 5.4％の増となっています。〔義務的経

費(※)の一つです。〕



＜補助費等＞

各種団体への助成、負担金などが主な内容で、保険料や報償費も含まれます。

本年度は、多面的機能支払交付金や農地集積協力金により 2.2％の増となっています。

＜投資的経費＞

市が行う建設事業と災害復旧に係る経費で、工事費だけでなく建設事業に係る測量設計

費などの経費も含まれます。主なものは、消防本部新庁舎整備事業、庁舎整備事業、西明

寺緑ヶ丘線道路改良事業、しらさぎ運動公園整備工事費などで、本年度は前年度と比べ

1.1％の減となっています。

＜投資・出資・貸付金＞

県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金が主な内容です。

＜積立金＞

市の貯金である「基金」への積立金です。伊賀市振興基金積立金を 1 億円計上したこと

により 34.4％の増となっています。

※ 義務的経費

人件費、扶助費、公債費が地方公共団体の義務的経費と言われるもので、支出が義務づ

けられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが歳出予算に占め

る割合が低いほど財政構造上、弾力性に富み健全な財政であるとされています。

本市は義務的経費の歳出予算に占める割合が 53.0％（昨年度は 52.6％）と高いため、下

げる努力が必要です。



【歳入予算の概要】

科   目 平成 27年度予算額 平成 26年度予算額 増減

市税 １４，０５６，０６０千円 １４，１９９，２５０千円 △１．０％

地方譲与税 ５２７，０７０千円 ５６７，５７０千円 △７．１％

利子割交付金 ３３，１４９千円 ３６，１１０千円 △８．２％

配当割交付金 ６１，２０１千円 ４８，５７９千円 ２６．０％

株式等譲渡所得割交付金 ９０，８４２千円 １１，５７３千円 ６８４．９％

地方消費税交付金 １，６７６，２４７千円 １，１０４，９７５千円 ５１．７％

ゴルフ場利用税交付金 １８１，２５８千円 ２１２，１３１千円 △１４．６％

自動車取得税交付金 １０５，６７７千円 ９１，４１６千円 １５．６％

国有提供施設等交付金※ ３，２８７千円 ３，５３１千円 △６．９％

地方特例交付金 ４０，６１２千円 ４３，０５６千円 △５．７％

地方交付税 １０，１０５，０００千円 １０，２０５，０００千円 △１．０％

交通安全対策特別交付金 １５，０００千円 １５，０００千円 ０．０％

分担金及び負担金 ８００，６４３千円 ８３０，８８７千円 △３．６％

使用料及び手数料 ９６０，３６２千円 ４９３，１４２千円 ９４．７％

国庫支出金 ４，６９４，８７６千円 ４，９１８，９０８千円 △４．６％

県支出金 ２，７５４，７９５千円 ２，５１６，２６４千円 ９．５％

財産収入 ８８，８２０千円 １０９，５４７千円 △１８．９％

寄附金 １０，７５０千円 １１，２０５千円 △４．１％

繰入金 ９６５，９９５千円 ９２０，９５７千円 ４．９％

繰越金 ５００，０００千円 ５００，０００千円 ０．０％

諸収入 ５４０，２３９千円 ５４７，６９３千円 △１．４％

市債 ５，３０９，０００千円 ５，４７３，１００千円 △３．０％

合  計 ４３，５２０，８８３千円 ４２，８５９，８９４千円 １．５％

＜市 税＞

市民の皆様から直接納めていただく税で、主な内容は個人市民税、法人市民税、固定資

産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。平成 26年度から５年間、個人市

民税の均等割額が 500円増額となっていますが、増額分は防災対策財源として活用します。

＜地方譲与税・交付金関係＞

本来、地方が徴収すべき税を、便宜上、国税として徴収し地方に譲与するもので、本市

で対象となるのは地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税になります。

※国有提供施設等交付金の正式名称は、国有提供施設等所在市町村助成交付金



＜利子割交付金・配当割交付金＞

利子等の支払いを受ける個人または法人が納める利子割や、一定の上場株式等の配当等

の支払いを受ける個人が納める配当割を一定の基準により都道府県が交付する税のことで

す。

＜地方消費税交付金＞

県が課税した消費税の内、２分の１に相当する額が人口及び従業者数で按分され市町に

交付されます。平成 26年４月からの増税分は、保育所の運営経費や福祉医療助成事業など

社会福祉事業の財源として活用しています。

＜自動車取得税交付金＞

納めていただいた自動車取得税の一定割合の額が、市道の延長や面積の割合によって交

付されるものです。

＜地方交付税＞

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合の額を、地

方公共団体が等しくその行うべき事務が遂行できるよう、一定の基準により国が交付する

税のことです。普通交付税と特別交付税があります。

＜国庫支出金＞

国からの負担金や補助金、委託金で、譲与税や交付税との違いは、国庫支出金は使途が

特定の事業に充てることとされている点です。

臨時福祉給付金給付事業国庫負担金及び子育て世帯臨時特例給付金給付事業国庫負担金

などの減により、4.6％の減となっています。

＜県支出金＞

三重県からの負担金や補助金、委託金が主な内容です。

多面的機能支払推進交付金や農用地利用集積特別対策事業費補助金などの増により、

9.5％の増となっています。

＜分担金・負担金 使用料・手数料＞

市が行う事業に対する地元負担金や施設などの使用料が主な内容です。

子ども・子育て支援新制度に基づく保育所使用料を新規計上したことなどの増により、

94.7％の増となっています。

＜繰入金＞

基金の取り崩し金や他会計からの繰入金が主な内容です。

前年度に比べ、庁舎建設基金繰入金や川上ダム周辺整備事業基金繰入金の増により、全

体で 4.9％の増となっています。



＜市 債＞

市が主に建設事業に充てる借金です。本年度は、小学校施設整備事業や臨時財政対策債

などの減により、市債全体で前年度比 3.0％の減となっています。

○ 市税の内訳

科   目 平成 27年度予算額 平成 26年度予算額 増減

市民税 ５，７７６，４０７千円 ５，７２９，３２０千円 ０．８％

固定資産税 ７，２７６，２９７千円 ７，４８４，５１７千円 △２．８％

軽自動車税 ２５３，４２３千円 ２４６，２３５千円 ２．９％

市たばこ税 ６８４，７７１千円 ６７８，９０７千円 ０．９％

鉱産税 ５１千円 ４９千円 ４．１％

都市計画税 ６６千円 ６６千円 ０．０％

入湯税 ６５，０４５千円 ６０，１５６千円 ８．１％

計 １４，０５６，０６０千円 １４，１９９，２５０千円 △１．０％

本年度は、軽自動車税、市たばこ税などは増となっていますが、評価替の年度のため固

定資産税が減となっていることから、市税全体で前年度比 1.0％の減を見込んでいます。



【引上げ分の地方消費税の使途について】

（歳入）

地方消費税交付金（引上げ分） 690,219 千円

（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

6,940,038 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

地域福祉推進事業 19,661 0 0 200 5,054 14,407

障害者自立支援給付事業 1,549,114 1,154,088 0 42 102,583 292,401

福祉医療費助成事業 493,290 232,082 0 410 67,733 193,065

放課後児童対策事業 65,815 37,942 3,600 0 6,304 17,969

子育て支援対策事業 57,706 37,976 0 194 5,074 14,462

保育所管理運営事業 1,940,138 10,753 6,300 766,983 300,258 855,844

私立保育所運営費給付事業 1,191,407 512,558 331,032 90,333 257,484

生活保護事業 1,622,907 1,175,281 13,000 112,879 321,747

合　　　計 6,940,038 3,160,680 9,900 1,111,861 690,219 1,967,378

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源

事業名 経費



【基金及び市債の残高】
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市の貯金である基金は、各事業を行うにあたり財源が不足しているため、約９億５千万

円を取り崩す予定です。また、財政調整基金や環境保全基金等へ約４億５千万円を積立て

るため、平成 27年度末基金の残高は約 124 億円となる見込みです。

市民一人あたりの基金残高は、約 13万円になります。
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市が建設事業等のために借入れた市債の残高は、平成 26年度末には約 579 億円（※）に

なる見込みです。これは約 59 億円を償還するのに対し、合併特例事業を中心に約 69 億円

を借入れるため、市債残高が約 10 億円の増となります（※により、実借入予定額は約 60

億７千万円です）。

平成 27年度は、約 53億９百万円の借入れに対して、償還額が約 58億６千万円であるた

め、平成 27 年度末の市債残高予定額は、平成 26 年度に比べ約５億５千万円の減額となり

ます。

今後も引き続き、償還と借入れのバランスを考慮した健全な運営を行っていかなければ

なりません。

市民一人あたりの市債残高は、約 60万円になります。

※ 平成 26年度から平成 27 年度への繰越明許予定に係る市債発行予定額 約８億３千万円を含む。



【参考】

110
122 124 123 126

154 161 161
171 163 156

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26末見込H27末見込

億円
基金残高（全会計）

平成 27年度末基金の残高は約 156 億円となる見込みです。

市民一人あたりの基金残高は、約 16万円になります。

990

1020 1025
1037

1131 1130 1121

1094

1065
1052

1020

950

975

1000

1025

1050

1075

1100

1125

1150

1175

1200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26末見込H27末見込

億円
市債残高（全会計元利）

平成 27年度末の市債残高予定額は、平成 26 年度に比べ約 32億７千万円の減額となりま

す。

市民一人あたりの市債残高は、約 107万円になります。

※伊賀市の人口（住民基本台帳） 95,593 人（2015/01/31 現在）



○合併特例債を活用した事業

事 業 名 借入予定額

伊賀市文化会館大規模改修事業 １０４，７００千円

新庁舎建設事業 ３８１，５００千円

本庁舎電話交換機入替事業 ４，０００千円

伊賀市振興基金積立金 ９５，０００千円

防災行政無線（デジタル移動系）整備事業 ５，０００千円

伊賀鉄道活性化促進事業 ２，７００千円

農業集落排水接続事業 ２４，７００千円

大山田生活改善センター跡地整備事業 ２，８００千円

寺田市民館等大規模改修事業（寺田市民館分） １７，２００千円

西柘植放課後児童クラブ施設改修事業 ３，６００千円

保育所施設改修事業 ６，３００千円

島ヶ原老人福祉センター空調設備改修事業 ６，２００千円

伊賀市水道広域化促進事業（出資金） ２２１，３００千円

上水道安全対策事業（老朽管更新）（出資金） ４，０００千円

伊賀南部環境衛生組合大規模修繕事業 １８，６００千円

ごみ燃料化施設整備事業 ４５，５００千円

し尿処理施設整備事業 ２，７００千円

西明寺井堰地区 ため池等整備事業負担金 ３，８００千円

伊賀２期 県営農村振興総合整備事業負担金 １０，５００千円

上野依那古２期 基幹農道整備事業負担金 ２７，２００千円

伊賀北部 県営かんがい排水事業負担金 ４，８００千円

基幹農道整備保全対策事業負担金 １０，６００千円

農業競争力強化基盤整備事業負担金 ３，９００千円

農業水利施設保全合理化事業負担金 ４，５００千円

農業基盤整備事業（調整分） ３００千円

土地改良施設維持管理適正化事業（ため池工事） １，０００千円

農業基盤整備促進事業 ２，３００千円

農山漁村地域整備 ５，１００千円

県営土木事業負担金（急傾斜地崩壊対策事業） ４，７００千円

社会資本整備総合交付金事業（ゆめが丘摺見線ほか４線） ２４８，９００千円

舗装修繕事業 １８，０００千円

地方単独道路整備事業（西明寺一之宮東条線ほか４線） ９，５００千円

県営土木事業負担金（服部橋新都市線） ２，３００千円

臨時地方道整備事業（阿保勝地線ほか３線） ２０，８００千円

河川施設整備事業 ３２，０００千円

下排水路整備事業 ２４，８００千円

公園整備事業 １８７，４００千円



街なみ環境整備事業 ９２，１００千円

改良住宅大土団地屋根葺き替え工事（11棟） ４０，０００千円

改良住宅西之平団地１８号棟電気許容量改修工事 １，７００千円

消防本部新庁舎建設事業 １，３１３，６００千円

防火水槽新設事業 ４，２００千円

農業集落排水接続事業（依那古） １，０００千円

小学校施設整備事業 １９，５００千円

上野西小学校給食室改修事業 ２４，０００千円

中学校施設改修事業 ４，１００千円

俳聖殿等消防施設整備事業 ２０，３００千円

伊賀国庁跡公有化事業 １，６００千円

寺田市民館等大規模改修事業 １９，７００千円

計 ３，１１０，０００千円

６市町村が合併した伊賀市は、「合併特例債」という地方債の借入れが認められています。

この地方債は、地域の一体性を促進する事業や、行政サービスの均衡を図る事業、統合

による事業等、合併市町村が建設計画に基づき実施する事業が対象で、合併から 15年間借

入れることができ、伊賀市の場合は平成 16年度から平成 31年度までの 15年間で約 466 億

円を借入れることが可能です。（基金造成のための 38億円を含む。）

また、平成 25 年度までの借入額は約 242 億１千万円で、平成 27 年度は新庁舎建設事業

や消防本部新庁舎建設事業など約 31億１千万円を借入れる予定です。


